
青山保健センターの利活用に係る
公募型プロポーザルの様式集
様式１　　　　　参加希望表明書
様式２　　　　　構成員調書（参加表明者）
様式３　　　　　資格要件事前確認書
様式４　　　　　質問書

様式５　　　　　質問書（別紙）
様式６　　　　　応募申込書
様式７　　　　　構成員調書（応募申込者）
様式８　　　　　事業計画書
様式９　　　　　収支計画書
様式１０　　　　修繕及びリニューアル計画書
様式１１　　　　誓約書
様式１２　　　　提出書類チェック票
【様式１】
参加希望表明書
　　年　　月　　日
伊賀市長　　様
（代表事業者）所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　法人名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　
青山保健センターの利活用に係る提案に参加することを表明します。
	代表事業者の
担当部署名
	

	担当者名
	

	電話番号
	

	ＦＡＸ番号
	

	電子メールアドレス
	


※複数の法人が共同応募する場合は、代表事業者以外の共同応募者毎に構成員調書【様式２】を提出してください。
【様式２】
　　年　　月　　日
構成員調書
伊賀市長　　様
「青山保健センターの利活用に係る公募型プロポーザル実施要項」に基づき、下記の参加申込者（代表事業者）の構成員として申し込みます。
	参加申込者名
（代表事業者）
	（法人名）


	構成員
	（法人名）

	
	（代表者）
印

	
	（所在地）〒

	
	（電話番号）



※法人代表者印は、印鑑登録証明書と同じ印を捺印してください。
	構成員の
連絡担当者
	（所属部署）
	（担当者名）

	
	（所在地）〒

	
	（電話番号）
	（FAX番号）

	
	（電子メールアドレス）


※複数の法人が共同応募する場合は、代表事業者以外の共同応募者毎に本調書を提出してください。
【様式３】
　　年　　月　　日
資格要件事前確認書
伊賀市長　　様
（応募者名）所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　法人名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名　　　　　　　　　　　　　印
「青山保健センターの利活用に係る公募型プロポーザル実施要項」における計画提案をするにあたり、次の資格要件を確認し記載内容に相違ないことを誓約します。万が一、資格要件に相違があった場合は、本提案に係る申込み参加資格を取り消されることについて異議申し立てしません。
	項　目
	資 格 要 件
	資格確認

	応募者及び
共同応募の
グループ構
成に関わる
事項
	応募者又は共同応募の構成員のいずれかが、他の応募者の構成員として重複参加していないか。
	はい・いいえ

	
	日本国内で法人登録している法人か。
	はい・いいえ

	
	地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４第１項の規定に該当していないか。
	はい・いいえ

	
	最近１年間の法人税、所得税、消費税、地方消費税並びに市町村税を滞納していないか。
	はい・いいえ

	
	市における建設工事等又は物品買入等に係る指名に関する規定に基づき、指名停止の条件に該当していないか。
	はい・いいえ

	
	会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく更生手続開始の申立てをしている者（更生手続開始の決定を受けている者を除く。）又は民事再生法（平成11年法律第225号）に基づく再生手続開始の申立てをしている者（再生手続開始の決定を受けている者を除く。）でないか。
	はい・いいえ

	
	暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。）又はその構成員（暴力団の構成団体の構成員を含む。）若しくは暴力団の構成員でなくなった日から５年を経過しない者の統制下にないか。
	はい・いいえ


※法人代表者印は、印鑑登録証明書と同じ印を捺印してください。
※複数の法人が共同応募する場合は、共同応募者毎に本調書を提出してください。
【様式４】
質　問　書

　　年　　月　　日

伊賀市長　様
「青山保健センターの利活用に係る公募型プロポーザル実施要項」に関して質問がありますので提出します。

	法人名
	

	所在地
	〒


担当部署及び担当者

	担当部署名
	

	役職名・担当者名
	

	連絡先
	所在地　〒

	
	TEL

	
	FAX

	
	E-mail


	質疑内容
	質問書（別紙）のとおり


※　電子メール（ファイル添付）にて提出のこと。なお、ファイル形式はMicrosoft Wordとすること。
※　電子メール送付先　kenkousuishin@city.iga.lg.jp

【様式５】
質問書（別紙）
	要項・様式
	内　　　　　容

	（例）
募集要項　○ページ　○行目
	


※　電子メール（ファイル添付）にて提出のこと。なお、ファイル形式はMicrosoft Wordとすること。
※　電子メール送付先　kenkousuishin@city.iga.lg.jp
【様式６】
　　年　　月　　日
応募申込書
伊賀市長　　様
「青山保健センターの利活用に係る公募型プロポーザル実施要項」に基づき、応募を申し込みます。
	応募者名
（代表事業者）
	（法人名）

	
	（代表者）
印

	
	（所在地）〒

	
	（電話番号）



※法人代表者印は、印鑑登録証明書と同じ印を捺印してください。
	連絡担当者
	（所属部署）
	（担当者名）

	
	（所在地）〒

	
	（電話番号）
	（FAX番号）

	
	（電子メールアドレス）


※複数の法人が共同応募する場合は、代表事業者以外の共同応募者毎に構成員調書【様式７】を提出してください。
【様式７】
　　年　　月　　日
構成員調書
伊賀市長　　様
「青山保健センターの利活用に係る公募型プロポーザル実施要項」に基づき、下記の応募者（代表事業者）の構成員として申し込みます。
	応募者名
（代表事業者）
	（法人名）


	構成員
	（法人名）

	
	（代表者）
印

	
	（所在地）〒

	
	（電話番号）



※法人代表者印は、印鑑登録証明書と同じ印を捺印してください。
	構成員の
連絡担当者
	（所属部署）
	（担当者名）

	
	（所在地）〒

	
	（電話番号）
	（FAX番号）

	
	（電子メールアドレス）


※複数の法人が共同応募する場合は、代表事業者以外の共同応募者毎に本調書を提出してください。
【様式８】
「事　業　計　画　書」　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　応募者名：　　　　　　　　　　　　　 
・法人等の経営理念と施設経営方針について記載してください。
・施設を活用した事業内容または提供するサービスの内容及びその料金、営業時間等について具体的に記載してください。
・事業内容又はサービスの独自性、強み、特徴があれば記載してください。
・想定する顧客又はマーケットに対する考え方や施設の利用促進を図るための具体的方策を記載してください。
・施設経営上の課題認識とその解決に向けた具体的対応策を記載してください。
・施設の維持管理及び安全衛生に対する考え方と、その具体的対策を記載してください。
・施設整備全てを含めた配置計画図を作成してください。
・文章を補完するための写真、イラスト、イメージ図等が必要な場合は、適宜貼付してください。
・本様式３枚以内（両面可）又は任意様式（Ａ３版、３枚以内、両面可）で作成してください。任意様式の場合は、該当する「タイトル（上段）」と「様式番号（右上）」を必ず記載してください。
・正本には応募者名を記載し、副本には応募者名は記載しないでください。
・法人名及び法人名が分かるロゴマーク等は一切記載しないでください。
・図には、それぞれ方位及び縮尺を記入してください。
・文字の大きさは10.5pt以上としてください。

・使用言語は日本語とし、単位はメートル法を、また数字はアラビア数字を用いてください。
【様式９】
「収　支　計　画　書」　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　応募者名：　　　　　　　　　　　　　 
・５年間の収支見込み（収支が赤字の場合は、補填財源の見込みも）を記載してください。
・施設における事業開始以降、施設の安定した運営が可能であることを明らかにする資金収支計画について、融資等の資金調達方法を含めて詳細に記載してください。
・室内プールの運営に係る費用は、【物件調書５】収支状況（決算額）の令和４年度、令和５年度を参考にしてください。
・本様式３枚（両面可）又は任意様式（Ａ３版、３枚、両面可）で作成してください。任意様式の場合は、該当する「タイトル（上段）」と「様式番号（右上）」を必ず記載してください。

・正本には応募者名を記載し、副本には応募者名は記載しないでください。
・法人名及び法人名が分かるロゴマーク等は一切記載しないでください。
・図には、それぞれ方位及び縮尺を記入してください。
・文字の大きさは10.5pt以上としてください。

・使用言語は日本語とし、単位はメートル法を、また数字はアラビア数字を用いてください。
【様式１０】
「修繕及びリニューアル計画書」　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　応募者名：　　　　　　　　　　　　　
	予定金額（円）
	百
	十
	億
	千
	百
	十
	万
	千
	百
	十
	一

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


・当初の修繕及びリニューアルに投じる予定金額を提案してください。
・設計施工等の関係機関協議や各種申請手続など、供用開始までのスケジュールを記載してください。
・施設の保全や設備機器の更新など、維持管理計画について具体的に記載してください。
・本様式３枚（両面可）又は任意様式（Ａ３版、３枚、両面可）で作成してください。任意様式の場合は、該当する「タイトル（上段）」と「様式番号（右上）」を必ず記載してください。

・正本には応募者名を記載し、副本には応募者名は記載しないでください。
・法人名及び法人名が分かるロゴマーク等は一切記載しないでください。
・文字の大きさは10.5pt以上としてください。

・使用言語は日本語とし、単位は円を、また数字はアラビア数字を用いてください。
【様式１１】
　　年　　月　　日
伊賀市長　様

　　　　　　　　　　　　　　
住所
誓　　約　　書
私は、伊賀市が伊賀市暴力団排除条例に基づき、市の事務及び事業から、暴力団を利することとならないように、暴力団員及び暴力団密接関係者を入札、契約等から排除していることを承知した上で、次に掲げる事項を誓約します。
１　私は、伊賀市暴力団排除条例第２条各号に掲げる者のいずれにも該当しません。
２　私は、伊賀市暴力団排除条例第２条各号に掲げる者の該当の有無を確認するため、伊賀市から役員名簿等の提出を求められたときは、速やかに提出します。
３　私は、本誓約書及び役員名簿等が伊賀市から三重県警察本部に提供されることに同意します。
４　私が本誓約書１に該当する事業者であると伊賀市が三重県警察本部から通報を受け、又は伊賀市の調査により判明した場合は、伊賀市が伊賀市暴力団排除条例及び伊賀市の締結する契約等からの暴力団等排除措置要綱に基づき措置を講じることに同意します。
※法人代表者印は、印鑑証明と同じ印を捺印してください。
※共同応募の場合は、すべての構成員が提出してください。
（参　考）
○伊賀市暴力団排除条例（抜粋）

○伊賀市の締結する契約等からの暴力団等排除措置要綱（抜粋）

【様式１２】
提出書類チェック票
応募者名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	書　　　　　　　　類　　　　　　　　名
	様式
	チェック欄

	(1) 応募に関する申込書　提出部数：各１部

	
	1 応募申込書
	様式６
	

	
	2 構成員調書　　※共同応募の場合、全ての構成員が提出
	様式７
	

	(2) 計画提案書　提出部数：指定の用紙サイズで各１１部（正本１部・副本１０部）
左側綴じレールファイル（下部中央にページ番号、用紙は片袖折り）

	
	1 事業計画書（Ａ３版）
	様式８
	

	
	2 収支計画書（Ａ３版）
	様式９
	

	
	3 修繕及びリニューアル計画書（Ａ３版）
	様式１０
	

	(3) 応募者に関する資料　提出部数：各１部　　※共同応募の場合、全ての構成員が提出

	
	1 誓約書　　
	様式１１
	

	
	2 法人の印鑑登録証明書（原本）※発行後３カ月以内のもの
	
	

	
	3 法人の登記事項証明書又は登記簿謄本（原本）
※発行後３カ月以内のもの
	
	

	
	4 定款（写）
	
	

	
	5 役員名簿（写）
	
	

	
	6 財務諸表（写）
	
	

	
	7 会社説明書（写）
	
	

	
	8 納税証明書等（写し可）※発行後３カ月以内のもの
	
	


· 本票【様式１２】に封入の有無をチェックし、提出する封筒の表面に貼り付け、
受付窓口に直接持参し提出してください。
所　　 在 　　地


フリガナ


法　　 人 　　名


フリガナ


代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　   印





（市の事務及び事業における措置）


第８条　市は、公共工事その他の市の事務又は事業により暴力団を利することとならないよう、暴力団員若しくは暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する者を市が実施する入札に参加させない等の必要な措置を講ずるものとする。





（不当介入に対する措置）


第７条　市長は、受注者又は下請負人等が本市と締結した契約等の履行に際して、暴力団等による不当介入を受けたときは、受注者にその旨を直ちに本市へ報告させるとともに、所轄の警察署への通報及び捜査上必要な協力をすることを義務付けるものとする。この場合において、この義務付けのため暴力団等不当介入に関する特記仕様書に別表第３の項目を明示するものとする。。


２　市長は、受注者から前項の規定による報告があった場合は、速やかに、所轄の警察署と連絡・協議を行い、受注者を適切に指導するものとする。


３　市長は、受注者が第１項の規定を怠り、著しく信頼を損なう行為があると認められるときは、第５条第１項と同様の措置をとるものとする。この場合において、受注者が第１項の規定を怠り、著しく信用を損なう行為があると認められるときとは、あくまでも正当な理由なく、不当な介入に漫然と応諾し、これを通報及び報告しなかったとき等をいい、例えば、不当要求の程度が軽微で受注者又は下請負人等において直ちに拒否する等適確に対応し、以後の要求がないようなときの通報及び報告を怠ったことをいうものではない。


４　市長は、前項の規定による措置を受けた受注者と契約等があるときは、第５条第３項と同様の措置をとるものとする。


５　市長は、受注者が不当介入を受けたことを理由に、契約期間の延長等の措置を行う場合には、所轄の警察署との協議内容を踏まえ、適切な契約期間の延長等を行うものとする。









